
介護人材について
（令和４年度介護サービス事業所等実態調査集計報告）
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５．望まれる行政の支援



介護人材をめぐる状況
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年齢別の職員数は、４０代の人数が多く、次いで５０代の人数が多い。将来を担う２０代３０
代の人数が少なく、現在のサービス水準を維持するために対策が必要な状況である。

一方、非正規職員の数では６５歳以上が最も多く、現在のサービス提供の重要な担い手と
なっている。今後も高齢者の活躍が人材不足解消の一助になることが期待される。
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職員の年齢別割合をサービス種別ごとに見ると、１０代から３０代の割合が、訪問系は少な
く、入所・入居系は比較的多い。逆に６０代以上の割合は、訪問系は多く、入所・入居系は
比較的少ない。

今後、訪問系の人材不足は、他のサービス種別に増して厳しい状況になると考えられる。

職員の年齢別割合（サービス種別３分類）
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職員の正規・非正規の比率をサービス種別ごとに見ると、通所・多機能系は非正規が多く、
入所・入居系は非正規が比較的少ない。
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全体的に実募集人数に対し、採用人数が少なく、計画通りに雇用ができていない状況が
うかがえる。なお、短時間非正規職員は比較的計画に近い雇用ができている。

実募集人数と採用人数（職種別・雇用形態別）
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「自分に合った勤務時間や勤務シフトで働きたいため」が最も多く、次いで「自宅に近い場
所で働きたいため」が多かった。正規職員では、法人の経営方針や理念が自分と合って
いるため」が比較的多かった。

自宅に近いことや、多様な勤務シフトがあることが介護業界で働く魅力となっていることか
ら、今後の介護人材確保に向けて、さらに強みを発信していくことが考えられる。

新採用職員が現在の法人に就職した理由（雇用形態別）



介護人材をめぐる状況
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介護の職場からの転職者と介護以外の職場からの転職者を比較すると、介護の職場から
の転職者は、賃金・時間外のような処遇を理由に挙げる割合が多い。また、法人の経営方
針や理念を理由に挙げる割合が多い。

新採用職員が現在の法人に就職した理由（前職別）
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全産業の平均１８万円に対し、概ねどのサービス種別でも初任給は上回っている。

高校新卒正規職員の賃金（サービス種別６分類別）

単位：円

項目 訪問系 通所系 短期系 多機能系
小規模な
施設・居住系

大規模な
施設・居住系

基本給 179,954 169,998 159,887 171,667 162,073 153,453

定額的に支払われる手当 22,272 15,042 26,783 5,000 28,892 27,410

固定残業代 3,879 10,924 1,714 0 244 1,467

その他の手当等 14,513 11,441 27,273 10,000 8,650 25,176

賞与月数 2.14ヶ月 2.20ヶ月 2.76ヶ月 1.67ヶ月 2.08ヶ月 2.93ヶ月

年収 2,891,689 2,690,929 2,984,509 2,515,000 2,619,012 2,859,679

※訪問系は高校新卒の採用が無いため参考値

高卒初任給全国平均（全産業） １８万円（所定内労働時間に対しての賃金で諸手当含む）
※出所：厚生労働省職業安定局労働市場センター業務室



給与
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管理者の平均年収は、介護老人福祉施設が多く、訪問介護が少ない。
認知症対応型共同生活介護や特定施設入居者生活介護が、通所介護より少ない。３６５
日２４時間サービス提供を行う入居系の管理者について、さらなる処遇の改善が必要と考
えられる。

管理者の平均年齢は５０才前後であり、さらなる処遇の改善が必要と考えられる。

管理者の年収（主なサービス種別）

サービス種別 管理者の平均年収（額面）
平均
年齢

回答者数

1 訪問介護 420.6 万円 50.0 才 33人

2 認知症対応型共同生活介護 439.9 万円 52.2 才 14人

3 特定施設入居者生活介護 473.1 万円 51.7 才 7人

4 地域密着型通所介護 491.8 万円 47.7 才 20人

5 通所介護 513.6 万円 49.6 才 34人

6 介護老人福祉施設 726.3 万円 58.4 才 15人



外国人雇用

11

調査時点で外国人を雇用している事業所は、訪問系で０％、通所・多機能系で１１．４％、
入所・入居系で２６．６％だった。

今後の雇用予定については、訪問系が１３．１％、通所・多機能系が１８．６％、入所・入居
系２９．７％だった。

訪問系は外国人雇用が難しいとの声もあったが、課題を克服して外国人の雇用を進めな
ければならない状況であることがうかがえる。

外国人の雇用状況（サービス種別３分類）
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 「日本人職員との会話等」が、外国人を雇用している事業所は８．８％なのに対し、雇用していない事業所は１８．１％
だった。

 「日本語文章力・読解力」が、雇用している事業所は２９．８％なのに対し、雇用していない事業所は２１．２％だった。

外国人を実際に雇用してみると、職員との会話や生活習慣の違いは、大きな課題になっていないものの、介護記録
の作成のような日本語文章力が大きな課題となっていることがうかがえる。

外国人雇用の課題（雇用している事業所） 外国人雇用の課題（雇用していない事業所）



効果があった事業所の取組
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職員の早期離職防止や定着促進を図るために効果があった、労働環境面の取組は、「本
人の希望に応じた勤務体制等」が４１．２％と最も多く、次いで「残業を少なくする等」が３４．
５％と多かった。

効果があった取組（労働環境）

34.5%

41.2%

13.4%

14.9%

1.5%

12.4%

14.9%
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残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする等の労働条件の

改善に取り組んでいる

本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の

改善に取り組んでいる

賃金水準を向上させている

能力や仕事ぶりを評価し、賃金などの処遇に反映している

キャリアに応じた給与体系を整備している

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている

仕事内容の希望を聞いて配置している

子育て支援を行っている

（子ども預かり所を設ける、保育費要支援等）

介護休業や介護休暇を就業規則に定めている

その他

無回答



効果があった事業所の取組
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効果があった職場のコミュニケーション面の取組は、「仕事上のコミュニケーションの円滑
化」が５２．６％と最も多く、次いで「総合相談を設けている」が２７．６％と多かった。

効果があった取組（職場のコミュニケーション）

n=192

27.6%

52.6%

6.8%

10.4%

5.2%

12.5%

8.9%

1.6%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

悩み、不満、不安などの総合相談を設けている

（メンタルヘルス対策を含む）

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている

（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている

（カラオケ、ボーリングなどの同好会、親睦会等の実施を含む）

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する機

会を設けている

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

管理者・リーダー層の部下育成や動機付け能力向上に向けた

教育研修に力を入れている

その他

無回答



効果があった事業所の取組
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効果があった業務効率化と生産性向上の取組は、「業務の明確化と役割分担の見直し」
が３０．４％と最も多く、次いで「整理整頓等５Ｓ」「手順書を作成」が１７．８％と多かった。

効果があった取組（業務効率化と生産性向上）

17.8%

30.4%

17.8%

15.2%

13.6%

9.9%

7.9%

0.0%

29.3%

0% 10% 20% 30% 40%

整理整頓等５Sの視点で安全な介護環境と

働きやすい職場を整備している

業務の明確化と役割分担の見直しにより、

ムリ・ムダ・ムラを削減している

手順書を作成し、職員の経験値、知識を可視化・標準化することで、

職員全体の熟練度を養成している。

記録・報告様式の項目の見直しやレイアウトの工夫等により、

情報を読み解きやすくしている

ICT等を用いて転記作業の削減、一斉同時配信による報告・申し送りの

効率化、情報共有のタイムラグ解消等を図っている

職員の専門性を高め、リーダーを育成するため、

OJT内容の 統一と指導方法の標準化を図っている

組織の理念・行動指針を徹底し、

それらにもとづいて自律的な行動がとれる職員を育成している

その他

無回答



望まれる行政の支援
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「介護職員初任者研修の修了者に対する職場体験等」が６０．５％と最も多く、次いで「介
護職員初任者研修の修了者とオンライン面接」が３４．４％、入門的研修の修了者に対す
る職場体験等」が２８．７％と多かった。

職員の採用にあたり活用してみようと思う施策

60.5%

34.4%

28.7%

14.4%

27.7%

10.8%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80%

介護職員初任者研修の修了者に対する職場体験や

インターンシップを通したマッチング

介護職員初任者研修の修了者とオンライン面接を

通したマッチング

入門的研修の修了者に対する職場体験や

インターンシップを通したマッチング

入門的研修の修了者とオンライン面接を

通したマッチング

採用活動に資するセミナーや研修機会

（オンライン受講可）の提供

いずれも活用してみようと思わない

無回答



望まれる行政の支援
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「介護未経験者に対する入門的研修の実施等」が５５．４％と最も多く、次いで「離職した
介護職員の届出システムによる復職支援」が３７．４％、「介護助手の導入支援」が１９．
０％と多い。

介護人材確保に効果的だと思う施策

19.0%

55.4%

37.4%

16.4%

15.9%

8.2%

2.1%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80%

介護助手の導入支援

介護未経験者に対する入門的研修の実施と

マッチング支援

離職した介護職員の届け出システムによる

復職支援

外国人介護人材の受入れに係る経費の

一部補助

人材育成等について優れた取組を行っている

介護事業所の認証

いずれも効果的ではない

その他

無回答


